
 

 

 

① 当初予算編成方針 

平成２０年度は、引き続き健全で持続可能な財政運営の確立を最重点課題として、債務

の縮減、経費や人件費の削減など、行政改革に取り組みながらも、伯耆町のまちづくりの

ための基盤整備と「伯耆町総合計画」の着実な実施を図り、“小さくともきらりと光る

町”を目指し、重点施策・事業を設定することで、メリハリをつけた予算としました。 



 

  

平成２０年度主な施策 

 
 

 

 

 

② 平成２０年度主要な施策 

 合併前からの継続建設事業が概ね終了したことから、ハード事業からソフト事業中心へ

の転換を図っています。 

主要な施策として、多くのものがありますが、ここでは新規事業として取り組むものを

中心にご紹介します。 

 

■伯耆町地域再生戦略の推進 

■企業誘致の推進 

■協働に向けた体制の整備 

 ■福祉施策の充実 



 

              

  伯耆町地域再生戦略の推進   

  
  ● ブランド育成・特産品開発支援・異業種交流   

      ▼ 本気で頑張る産業支援事業 （500 万円）   

      ▼ 産業ネットワーク形成事業 （509 万円）   

  
  ● アンテナショップへの出展   

      ▼ 伯耆町ＰＲ情報発信事業 （207 万円）   

  
  ● 外国人観光客の誘致   

      ▼ 外国人観光客誘致対策事業 （468 万円）   

  
  ● 企業進出や企業活動の活性化推進   

      ▼ 企業誘致推進事業 （1,686 万円）   

  
  ● 協働のまちづくり   

      ▼ 協働のまちづくり推進事業 （274 万円）   

              

 

 

③ 伯耆町地域再生戦略の推進 

  地域間格差の是正と地方を元気にすることを目的に国が地方に対して支援する「地方

再生戦略」に基づき、伯耆町として重点的に取り組みます。 



 

 

 

④ 企業誘致の推進 

  伯耆町では、これまでも企業等立地促進制度を設け、町内への企業進出や企業活動の

活発化を促してきました。 

平成２０年度は、この取り組みの一層の強化を図るため、埋蔵文化財発掘調査費に対

する補助制度の創設や、大阪市にあります鳥取県関西本部事務所内に伯耆町関西事務所

を新設し、企業誘致だけでなく、特産品販路開拓、観光客の誘致などを推進します。 



 

 

 

⑤ 協働に向けた体制の整備 

  「協働のまちづくり」の推進については、これまで二部地区、日光地区の地区協議会

による地域活性化への取り組みを支援してきましたが、平成２０年度には地域担当職員

をそれぞれ１名配置し、体制の整備を図ります。 

 

また、新規事業として、住民自らが各集落、地域の将来像やまちづくりについて考え、

課題解決に取り組んでいただく「地域自治活動機能強化事業」などを実施し更なる推進

を図ります。 

 



 

 

 

⑥ 福祉施策の充実 

新こしき保育所で、町内で初めての一時保育を実施いたします。この他、乳児保育、

延長保育を実施し、保育環境の充実を図ります。また、岸本放課後児童クラブの移転改

築により子育て支援の基盤整備とその推進を図ります。 

 



⑦ その他の主な事業 

 

 

  

  

●伯耆町型バス事業          １億１，４６３万円 
平成１９年４月から試行を開始しました「伯耆町型バス事業」を継続・改善

して実施し交通利便性の確保を図ります。 

 

●ごみ集積所整備事業（ごみステーション化） １０８万円 
ゴミステーションの早期設置によるごみ収集業務の効率化を図ります。 

 

●町道谷川文教線改良事業        ３，４１１万円 
町道「谷川文教線」改良事業を引き続き実施します 

 

●中学校少人数（33人）学級事業     １，８３１万円 
中学校の１、２学年を対象に実施していました１学級３３人の少人数学級を、

平成２０年度は全学年に拡大し実施し、教育環境の整備を図ります。 

 

●女性消防団員の設置 
消防団組織を強化するため、本年４月から女性消防団員を採用し、後方支援

や啓発活動に取り組みます。 



 

  

一般会計総額の推移 
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⑧一般会計総額の推移 

  平成２０年度一般会計当初予算額は、５９億１千万円となりました。 

合併前からの継続建設事業が概ね終了したことにより、事業の圧縮を図り、ハード

事業中心からソフト事業中心の予算へと転換を図っています。 

また、人件費の抑制、経常的な経費の節減により一般会計総額は、縮減傾向にあり

ます。 

 

※一般会計・・・地方公共団体の行政運営の基本的な経費に係る歳入歳出予算を網

羅して計上する会計です。 

 

 

 



 

  

平成２０年度一般会計歳入 

 
 

 

⑨平成２０年度一般会計歳入 

伯耆町の歳入構造は、約６６％が依存財源であり、国・県等に頼らざるを得ない状

況にあります。その中でも、国が（地方歳出の見直し等により）削減を進めている地

方交付税が、約４８％を占めているため今後の国の動向に注視する必要があります。 

 

※地方交付税・・・地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができ

るように、一定の基準により国が交付する税で、普通交付税と特

別交付税の２種類があります。 



 

  

普通交付税の推移 
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⑩普通交付税の推移 

国の三位一体の改革等の影響により、全体としては減少傾向にあります。 

なお、平成１９、２０年度と増加していますがその主な要因は、伯耆町型バス事業

実施によるスクールバス経費分や、地域間格差の是正と地方再生を目的とした地方再

生対策費（約１億１，２００万円）の増によるものです。しかしながら、これらの経

費分を除いたものは、減少傾向にあるため、町財政に大きく影響を与えています。 

 

 



 

  

平成２０年度一般会計歳出(性質別) 

 
 

 

⑪平成２０年度一般会計歳出（性質別） 

   依然として、過去の建設事業等のための公債費（借入金の返済金）、人件費等の総額

に占める割合が大きく、財政状況を厳しくしている要因となっています。 



 

  

公債費(借入金返済)の見通し 
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⑫公債費（借入金返済）の見通し 

グラフの赤色部分は、国から普通交付税として交付される部分であり、青色部分が、

実質、町の負担として支払う部分です。 

借入金の返済は、平成１７から１９年度までがピークで、今後は減少傾向となりま

す。 

 平成２０年度は、高い金利の借入金について、１億８千万円程度の繰上償還を行な

い、将来の財政負担の軽減を図ります。 



 

 

⑬地方債残高の推移 

グラフの赤色部分は、臨時財政対策債残高で国から地方交付税で１００％財源が措

置されますので、青色部分が、実質、町が負担する地方債の残高となります。 

全体としては、これまで順調に減少しており、今後もこの推移で維持を目指します。 

 

※臨時財政対策債・・・地方財源の不足に対応するため、普通交付税の肩代わりと

して特例的に平成１３年度から発行されている地方債です。 



 

 

 

 ⑭人件費の推移 

歳出に占める人件費の割合が大きいため、職員定員管理計画の推進や、給与カッ

ト（３～５.５％）により人件費の抑制・削減を図っています。 

職員数は１５２人で合併時から２１人減っており、平成２２年度末には１４５人

を目指します。 



 

 

 

⑮普通建設事業費の推移 

平成２０年度については、合併前からの継続建設事業が概ね終了したことから、大幅な

減額となっています。



 

  

今 後 の 課 題 
 

 

・建設事業費の抑制。それによる新たな借入金の抑制。 

 

・職員数の見直しを含めた人件費の抑制。 

 

・事業の見直しを含めた経費節減の更なる徹底。 
 

 

ポポイインントトをを絞絞るる 
重重点点的的なな事事業業にに予予算算配配分分ををすするる 

 
 
 

 
 


